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(百万円未満切捨て)

１．2026年１月期第２四半期（中間期）の業績（2025年２月１日～2025年７月31日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年１月期中間期 19,816 26.8 1,958 28.1 2,002 26.0 1,375 26.7

2025年１月期中間期 15,633 34.6 1,529 221.0 1,589 221.8 1,086 247.2

１株当たり中間純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

円 銭 円 銭

2026年１月期中間期 70.17 －

2025年１月期中間期 55.41 －

当社は、2024年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を、2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の
株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり中間純利
益を算定しております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年１月期中間期 14,687 7,801 53.1 396.01

2025年１月期 14,452 6,668 46.1 340.14
(参考) 自己資本 2026年１月期中間期 7,801百万円 2025年１月期 6,668百万円

当社は、2024年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を、2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の
株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を
算定しております。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年１月期 － 0.00 － 8.00 8.00

2026年１月期 － 0.00

2026年１月期(予想) － 21.00 21.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：有
※詳細につきましては、本日発表の「配当予想の修正（増配）に関するお知らせ」をご参照ください。
当社は、2025年７月22日開催の取締役会決議に基づき、2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行
っております。そのため、2026年１月期期末の配当予想につきましては、株式分割後の数値で算定しております。

３．2026年１月期の業績予想（2025年２月１日～2026年１月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 39,003 12.8 3,984 7.5 4,081 6.5 2,954 4.3 149.97
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無

当社は、2025年７月22日開催の取締役会決議に基づき、2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行
っております。そのため、業績予想の１株当たり当期純利益につきましては、株式分割を考慮した金額を記載してお
ります。



※ 注記事項

（１）中間財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料Ｐ．８「２．中間財務諸表及び主な注記（４）中間財務諸表に関する注記事項
（中間財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年１月期中間期 20,112,800株 2025年１月期 20,112,800株

② 期末自己株式数 2026年１月期中間期 413,104株 2025年１月期 509,158株

③ 期中平均株式数（中間期） 2026年１月期中間期 19,607,937株 2025年１月期中間期 19,603,696株

（注１）期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、「株式給付信託（BBT）」に係る信
託財産として「株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）」が保有する当社株式が含まれています。
（注２）当社は、2024年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を、2025年９月１日付で普通株式１株につ
き２株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して期末発行済
株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注
意事項等については、添付資料Ｐ.３「１．経営成績等の概況 （３）業績予想などの将来予測情報に関する説明」
をご覧ください。

（株式分割について）
当社は、2025年７月22日開催の取締役会決議に基づき、2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行
っております。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により個人消費が持ち直すなど、緩やかな回復

基調で推移いたしました。一方で、食料品等の物価高が続き個人消費は節約志向が高まっており、米国の関税引

き上げや中東情勢の緊迫化による物価への影響も懸念されることから、先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

外食産業におきましては、外食機会やインバウンド需要の増加、価格改定による客単価上昇により、各社売上

高は軒並み堅調に推移いたしました。一方で、人件費や食材原価、物流費、建築費といった各コストの上昇が続

いており、事業環境は依然として厳しい状況にあります。

こうした状況の中、当社は「300店舗・47都道府県への店舗展開」という経営ビジョンを掲げ、それにふさわし

い企業体制の構築を目指し、全店直営、店内調理、24時間営業を基本とする営業スタイルのもと、更なる企業規

模の拡大に向けて取り組んでおります。

当中間期の取り組みといたしまして、第１に、売上及び利益獲得に向けて、山岡家公式アプリを通じてクーポ

ン配信や来店ポイント付与を継続的に実施した結果、会員数が前期末から約33万人増加し7月末現在で約143万人

に達し、新規顧客やリピーターの獲得に繋がりました。また、期間限定商品の定期的な販売、ＳＮＳや動画配信

サイトからの当社店舗・商品に関する投稿により話題性や訴求効果が高まり、売上向上に繋がっております。

第２に、ＱＳＣ(商品の品質、サービス、清潔さ)向上に向けて、仕込みや接客に関わる講習会や社内コンテス

トの開催、動画マニュアルの製作に取り組み、個々のスキル向上と社内浸透を図りました。また、スーパーバイ

ザーの担当店舗数見直しを行い、ＱＳＣ各項目の指導をより細かく行えるよう体制を強化し、営業全般に関わる

チェック・指導強化に努めました。更に、お客様相談室で受けたご意見等に関し、定期的にデータを集計し社内

共有を図っております。

第３に、人材確保と育成に向けて、計画的かつ積極的な中途・新卒採用やアルバイトからの社員登用、特定技

能外国人材の継続的な雇用により、持続的成長のための人員増強を進めました。また、新店スタッフのトレーニ

ングや各職制に応じた研修の定期的な開催など、今後の店舗展開に必要な教育・育成体制の充実を図りました。

当第２四半期の新規出店につきましては、山口県山口市に「ラーメン山岡家山口店」、名古屋市中川区に「ラ

ーメン山岡家名古屋太平通店」、札幌市清田区に「ラーメン山岡家羊ヶ丘通店」の３店舗を新たに出店いたしま

した。その結果、当中間会計期間末の店舗数は193店舗となりました。

これらの取り組みにより、既存店売上高は40ヶ月連続で対前年を上回り、今年５月に売上高は過去最高を更新

いたしました。その結果、当中間会計期間の売上高は19,816,101千円(前年同期比26.8％増)、経常利益は

2,002,877千円(同26.0％増)、中間純利益は1,375,832千円(同26.7％増)となり、中間会計期間としては、売上高、

各利益ともに過去最高となりました。
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（２）当中間期の財政状態の概況

① 資産、負債及び純資産の概況

当中間会計期間末における財政状態は、総資産が14,687,832千円と前事業年度末と比較して235,569千円の増

加となりました。資産の増減の主な内訳は、店舗食材269,163千円の増加、売掛金136,154千円の増加、有形固

定資産688,797千円の増加に対して現金及び預金867,951千円の減少であります。負債は、6,886,616千円と前事

業年度末と比較して897,602千円の減少となりました。負債の増減の主な内訳は、未払金171,496千円の減少、

長期借入金(１年内を含む)222,578千円の減少、社債(１年内を含む)284,000千円の減少であります。純資産は、

前事業年度末と比較して1,133,171千円増加いたしました。この結果、当中間会計期間末における純資産は、

7,801,215千円となりました。

② キャッシュ・フローの概況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末と比較して885,966千円減少し、2,901,639

千円となりました。

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、921,625千円(前年同期は696,752千円の収入)とな

りました。これは主に、税引前中間純利益が2,006,221千円、減価償却費が314,275千円、法人税等の支払額が

629,925千円となったことなどによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、998,276千円(前年同期は521,773千円の支出)とな

りました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が967,179千円あったことなどによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において財務活動により使用した資金は、809,315千円(前年同期は397,057千円の支出)とな

りました。これは主に、長期借入金の返済による支出が322,578千円、社債の償還による支出が284,000千円、

自己株式の取得による支出が200,087千円あったことなどによるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

当期の予想につきましては、前回発表（2025年３月14日）の通期業績予想に変更はありません。
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２．中間財務諸表及び主な注記

（１）中間貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2025年１月31日)

当中間会計期間
(2025年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,964,611 3,096,659

売掛金 889,790 1,025,944

店舗食材 2,157,596 2,426,760

仕掛品 15,571 35,377

原材料及び貯蔵品 101,204 111,356

前払費用 174,677 179,985

その他 86,296 54,315

流動資産合計 7,389,748 6,930,399

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,901,590 3,167,450

構築物（純額） 624,262 651,746

土地 1,234,755 1,543,553

建設仮勘定 80,498 140,820

その他（純額） 553,398 579,732

有形固定資産合計 5,394,506 6,083,303

無形固定資産

その他 144,700 140,746

無形固定資産合計 144,700 140,746

投資その他の資産

投資有価証券 62,953 64,997

敷金及び保証金 583,005 577,974

保険積立金 339,579 346,543

繰延税金資産 443,667 442,724

その他 94,101 101,142

投資その他の資産合計 1,523,307 1,533,382

固定資産合計 7,062,514 7,757,433

資産合計 14,452,262 14,687,832
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年１月31日)

当中間会計期間
(2025年７月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,097,307 1,149,527

１年内返済予定の長期借入金 546,343 500,532

１年内償還予定の社債 353,000 138,000

リース債務 6,142 6,187

未払金 2,167,284 1,995,788

未払法人税等 728,103 720,000

契約負債 467,367 519,319

資産除去債務 － 1,990

その他 723,770 462,690

流動負債合計 6,089,318 5,494,035

固定負債

長期借入金 1,301,646 1,124,879

社債 225,000 156,000

リース債務 21,008 17,875

資産除去債務 11,715 12,291

役員株式給付引当金 74,739 36,176

その他 60,790 45,359

固定負債合計 1,694,900 1,392,581

負債合計 7,784,218 6,886,616

純資産の部

株主資本

資本金 325,832 325,832

資本剰余金 341,127 341,127

利益剰余金 6,069,288 7,365,109

自己株式 △101,458 △265,208

株主資本合計 6,634,790 7,766,861

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 33,253 34,353

評価・換算差額等合計 33,253 34,353

純資産合計 6,668,044 7,801,215

負債純資産合計 14,452,262 14,687,832
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（２）中間損益計算書

(単位：千円)
前中間会計期間

(自 2024年２月１日
至 2024年７月31日)

当中間会計期間
(自 2025年２月１日
至 2025年７月31日)

売上高 15,633,980 19,816,101

売上原価 4,538,248 6,016,388

売上総利益 11,095,732 13,799,712

販売費及び一般管理費 9,565,978 11,840,757

営業利益 1,529,753 1,958,955

営業外収益

受取利息 899 2,236

受取保険料 8,058 6,242

受取賃貸料 8,472 8,248

受取手数料 29,398 32,553

保険解約返戻金 25,662 －

その他 8,671 11,647

営業外収益合計 81,164 60,928

営業外費用

支払利息 15,319 14,449

その他 6,271 2,556

営業外費用合計 21,590 17,006

経常利益 1,589,327 2,002,877

特別利益

固定資産売却益 1,837 79

違約金収入 － 7,018

特別利益合計 1,837 7,097

特別損失

固定資産除却損 2,719 3,752

特別損失合計 2,719 3,752

税引前中間純利益 1,588,445 2,006,221

法人税等 502,142 630,389

中間純利益 1,086,302 1,375,832
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（３）中間キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前中間会計期間

(自 2024年２月１日
至 2024年７月31日)

当中間会計期間
(自 2025年２月１日
至 2025年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 1,588,445 2,006,221

減価償却費 295,069 314,275

受取利息及び受取配当金 △1,820 △3,179

支払利息 15,319 14,449

固定資産除売却損益（△は益） 882 3,673

売上債権の増減額（△は増加） △103,745 △136,154

棚卸資産の増減額（△は増加） △352,218 △299,121

その他の流動資産の増減額（△は増加） 26,565 30,991

長期前払費用の増減額（△は増加） △5,292 △7,185

仕入債務の増減額（△は減少） 186,349 52,219

その他の流動負債の増減額（△は減少） △288,989 △413,317

小計 1,360,564 1,562,873

利息及び配当金の受取額 1,820 3,179

利息の支払額 △15,129 △14,501

法人税等の支払額 △650,503 △629,925

営業活動によるキャッシュ・フロー 696,752 921,625

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △18,000 △18,014

有形固定資産の売却による収入 1,845 98

有形固定資産の取得による支出 △549,320 △967,179

無形固定資産の取得による支出 △7,243 △8,739

投資有価証券の取得による支出 △2 △1

その他 50,946 △4,440

投資活動によるキャッシュ・フロー △521,773 △998,276

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 136,000 －

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △326,701 △322,578

社債の償還による支出 △134,000 △284,000

割賦債務の返済による支出 △19,652 △19,926

リース債務の返済による支出 △2,912 △3,087

自己株式の取得による支出 － △200,087

配当金の支払額 △49,791 △79,635

財務活動によるキャッシュ・フロー △397,057 △809,315

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △222,079 △885,966

現金及び現金同等物の期首残高 2,633,990 3,787,605

現金及び現金同等物の中間期末残高 2,411,911 2,901,639
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（４）中間財務諸表に関する注記事項

（中間財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

(税金費用の計算)

税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。また、見積実効税

率を使用できない場合は、税引前中間純利益に一時差異に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税

率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

当社は飲食事業以外の重要なセグメントがないため、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（取締役に対する株式給付信託（BBT）の導入）

当社は、2018年４月26日開催の第25期定時株主総会決議に基づき、2018年６月25日より、当社取締役（監査

等委員である取締役、及びそれ以外の取締役のうち社外取締役である者を除く。）に対して、中長期的な業績

向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT

（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

１．取引の概要

当社が拠出する金銭を原資として、本制度に基づき設定される信託を通じて当社株式を取得します。取得し

た当社株式は、取締役に対して、当社が定める「役員株式給付規程」に従い、受益者要件を満たした者に当社

株式等を給付します。

２．信託に残存する当社株式

信託に残存する自社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しています。

なお、当中間会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、44,431千円、109,800株でありま

す。
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（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2025年７月22日開催の取締役会の決議に基づき、2025年９月１日付で株式分割を行っております。

１．株式分割の目的

株式分割を実施し、当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性向上と投

資家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要

（１）株式分割の方法

2025年８月31日(日曜日)（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質は2025年8月29日（金曜日））

を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１株につき２株

の割合をもって分割いたしました。

（２）分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 10,056,400株

今回の分割により増加する株式数 10,056,400株

株式分割後の発行済株式総数 20,112,800株

株式分割後の発行可能株式総数 79,008,000株

（３）株式分割の日程

基準日公告日 2025年８月15日（金曜日）

基準日 2025年８月31日（日曜日）

効力発生日 2025年９月１日（月曜日）

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。

３．定款の一部変更

（１）定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2025年９月１日をもって、当社の定款

第５条の発行可能株式総数を変更いたします。

（２）定款変更の内容

定款の変更内容は下記のとおりです。（下線部分が変更箇所となります）

現行定款 変更後

(発行可能株式総数)
第５条 当会社の発行可能株式総数は、

39,504,000株とする。

(発行可能株式総数)
第５条 当会社の発行可能株式総数は、

79,008,000株とする。

（３）定款変更の日程

効力発生日：2025年９月１日（月曜日）
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３．補足情報

地域別売上高の状況

前中間期
(2025年１月期中間期)

当中間期
(2026年１月期中間期)

(参考)
2025年１月期

店舗数
売上金額
(千円)

構成比
(％)

店舗数
売上金額
(千円)

構成比
(％)

店舗数
売上金額
(千円)

構成比
(％)

ラーメン事業

北海道 53 3,679,046 23.5 54 4,160,735 21.0 53 7,937,974 23.0

茨城県 20 1,483,479 9.5 18 1,752,868 8.8 20 3,236,127 9.4

栃木県 10 811,258 5.2 10 978,451 4.9 10 1,802,319 5.2

埼玉県 13 1,359,580 8.7 12 1,690,861 8.5 13 2,985,951 8.6

千葉県 16 1,585,423 10.1 16 1,980,114 10.0 16 3,501,799 10.1

群馬県 8 667,600 4.3 8 805,390 4.1 8 1,467,003 4.3

東京都 2 179,381 1.1 2 318,190 1.6 2 487,307 1.4

宮城県 4 375,249 2.4 4 470,240 2.4 4 838,051 2.4

静岡県 7 615,140 3.9 7 799,559 4.0 7 1,375,330 4.0

福島県 4 331,698 2.1 4 409,623 2.1 4 736,777 2.1

神奈川県 3 409,754 2.6 4 599,281 3.0 3 904,910 2.6

岐阜県 1 66,376 0.4 1 91,389 0.5 1 150,105 0.4

山梨県 4 316,950 2.0 4 388,131 2.0 5 703,005 2.0

山形県 2 135,519 0.9 2 178,669 0.9 2 310,425 0.9

愛知県 7 664,281 4.2 8 942,764 4.8 7 1,503,016 4.4

三重県 3 246,113 1.6 3 331,837 1.7 3 551,139 1.6

長野県 3 263,259 1.7 3 339,070 1.7 3 593,872 1.7

岩手県 2 172,742 1.1 2 209,997 1.1 2 379,263 1.1

秋田県 2 192,937 1.2 2 229,000 1.1 2 422,656 1.2

青森県 4 290,047 1.9 4 362,322 1.8 5 649,221 1.9

富山県 2 98,538 0.6 2 196,468 1.0 2 292,418 0.9

石川県 2 151,994 1.0 2 189,662 1.0 2 335,997 1.0

兵庫県 3 282,982 1.8 3 436,254 2.2 3 673,914 2.0

福岡県 2 201,037 1.3 3 413,058 2.1 2 463,531 1.3

新潟県 5 362,890 2.4 5 446,142 2.2 5 800,996 2.3

福井県 2 125,358 0.8 2 160,902 0.8 2 275,084 0.8

岡山県 1 111,752 0.7 1 145,683 0.7 1 248,877 0.7

山口県 1 76,407 0.5 2 165,966 0.8 1 175,568 0.5

広島県 1 132,651 0.9 1 171,893 0.9 1 288,345 0.8

滋賀県 1 78,807 0.5 1 114,698 0.6 1 176,304 0.5

和歌山県 － － － 1 193,066 1.0 1 3,825 0.0

その他 2 165,715 1.1 2 143,803 0.7 2 313,987 0.9

総合計 190 15,633,980 100.0 193 19,816,101 100.0 193 34,585,110 100.0

(注) 店舗数には閉店分も含まれており、各期末時点での店舗数とは一致しておりません。


